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1．はじめに
　2011年12月6日に、欧州委員会（European　Commission）が、欧州連合（European　Union；EU）
の付加価値税（Value　Added　Tax：VAT）に関するコミュニケ（Communication）を、欧州議会、
欧州理事会、および欧州経済社会評議会に対して送付している1＞。
　このコミュニケは、欧州委員会が2010年12月1日に公表した、欧州連合の付加価値税（以下「EU
VAT」と称する。）の今後のあり方に関して、欧州委員会が抜本的な問題提起をし、かつ、利害関係
者から広くパブリック・コメントを求めた、いわゆる「グリーンペーパー」2）のあとを引き継いだも
のである。
　グリーンペーパーは、EUVATが現在抱えているほとんど全ての問題点を提示したものであった
が、パブリック・コメントでの利害関係者の意見および各加盟国の見解などを踏まえ、優先順位の
高い課題から解決していくこととしていた3）。利害関係者からの1700件を超える意見が寄せられて
いるが4）、こうした利害関係者からの意見に基づき、コミュニケは、議論のほとんどをEU加盟国
間のクロスボーダー取引である「EU域内取引」の取扱いに集中させている。これは、1993年にEU
域内での租税国境が廃止された後の「EU域内取引」の課税の仕組みが、　EU規模で事i業を展開しよ
うとしている事業者および各加盟国の税務当局にとって如何に関心の高い問題でありかつ関係者を
困惑させているかを示すものである。
　今回のコミュニケで最も注目される点は、EU域内取引に対する課税原則について、これまで欧
州委員会が固執してきた長期的には原産地原則5）を実現するとの目標を完全に放棄し、現実主義に
基礎を置いた仕向地原則6）を全面的に採用し、そのうえで、現在、EU域内取引において発生してい
1）正式名称は、「単一市場に適合したより簡素で、より強靭かつ効率的なVATシステムに向けたVATの将来
　に関する欧州委員会から欧州議会、理事会、および欧州経済社会評議会へのコミュニケ」であり、以下「コミュ
　ニケ」と称する。
2）グリーンペーパーの正式名称は、「単一市場に適合したより簡素で、より強力かつ効率的なVATシステムに
向けたVATの将来に関するグリーンペーパー」であり、その全訳は、「租税研究第749号」（社団法人　日本租
税研究協会　2012年3月）の298頁から320頁に掲載している。なお、タイトルにある「強靭」と「強力」は、
いずれも「robust」の訳である。以下、「グリーンペーパー」の引用は租税研究749号の該当頁を掲載する。
3）グリーンペーパー　320頁。
4）コミュニケ　3頁。
5）ここでの原産地原則とは、売主（供給者）の所在する課税管轄（国、自治体）の税法に従って取引に課税し
　ようとする原則のことである。原則として、税収も売主の課税管轄に帰属する。ただし、課税管轄間の清算シ
ステムにより、買主の課税管轄に帰属させることも可能である。この場合、仕向地原則の結果が得られる。
6）ここでの仕向地原則とは、買主（顧客）の所在する課税管轄（国、自治体）の税法に従って取引に課税しよ
　うとする原則のことである。税収も買主の課税管轄に帰属する。
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る課題を積極的に解決していくとの方針を明確に提示したことである。なお、2012年5月15日付け
のプレスリリースにおいて、欧州理事会が、欧州委員会のこうしたスタンスに対する支持を表明し
ている7）。
　EU域内取引とは、課税管轄（典型的には国境）を超えた取引（クロスボーダー取引）のうちの、
EU加盟国間の国境を超えた取引のことである。　EU域内の課税が問題となったのは、1993年のEU
域内での租税国境の廃止により、国境を通過する物品に対する税関による課税調整の機能（すなわ
ち、輸出免税と輸入課税）が働かなくなったことによるものである。
　ただし、クロスボーダー取引に対する間接税の課税の困難さは、既に、1930年代の米国に州税で
ある小売売上税において経験されていたことである。また、サービス取引については、欧州におい
てもVAT導入当時から潜在的には問題となっていたものであるが、全体に占めるウェートの小さ
さから余り注目を浴びてこなかったものである。しかし、2000年ころからのインターネットを利用
した電子商取引の発展は、クロスボーダー取引に対する課税問題が間接税において発生する一一般的
な問題であることを表面化させたものである。
　EUの抱える課題は、要するに、課税管轄の境界での物理的な監視機能が働かない場合において、
かつ、物品またはサービスの供給者とそれらの顧客が異なる課税管轄に所在するという状況で取引
（クロスボーダー取引）が行われた場合に、これに対して如何に間接税を課税すべきか、あるいは、
課税できるのか、という論点に集約されることになる。
　本稿は、この論点について、今回の欧州委員会のコミュニケの公表を契機として、原産地原則と
仕向地原則の関係について、若干の分析と検討を行おうとするものである。さらに、間接税の今後
のあり方にも言及することとしたい。本稿での検討の結論は、これまでの閉じられた世界の中での
間接税から、開かれた世界の中での間接税への転換が必要となっており、そのため、国際的な税制
の標準化（共通化）と執行の一元化が要請されるというものである。
　論述の順序について述べると、まず、第2章では、原産地原則と仕向地原則の関係についての議
論を整理するとともに、簡単なモデルを用意して、いかなる課税方式が理論的に可能であり、かつ、
それぞれがいかなるメリットとデメリットを有しているかについて検討する。
　次いで、第3章から第6章では、EU、米国、カナダおよびわが国における、クロスボーダー取引
に対する一般間接税の課税の動向をみていくこととする。なお、参考として、本稿の末尾に、各国
の一般間接税の経緯に関する簡単な比較表を掲載した。
　最後に、第7章では、以上での検討を踏まえ、現時点での、今後の一般間接税のあり方について
の議論をまとめることとしたい。なお、わが国の消費税および地方消費税の今後のあり方にも触れ
ることとする。
2．クロスボーダー取引と間接税の関係について
2．1．クロスボーダー取引の間接税の分野での意味
7）Council　of　The　European　Union　9733／12　Presse　198　PRCO　29、　Press　Release　316th　Council　meeting　Economic
and　Financial　Affairs　Brussels，15　May　2012．
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2．1．1．取引に対する税としての性格
　VATや消費税といった間接税の特徴のひとつは、取引に対する税としての性格を有しているこ
とである。取引は、一般に、売主（供給者）が買主（顧客）に対して物品またはサービスの供給を
行い、買主が売主に対してその対価を支払うという形で行われる。間接税、特に、課税対象を特定
しない一般間接税の場合には、すべての物品またはサービスの取引が課税対象となる。その場合、
こうした取引に対して、取引価格の一定割合として課税が行われる8）。売主は納税者として税を納
付するが、それとともに、買主に請求する価格を税相当額だけ引き上げることを通じて税負担を買
主に転嫁することが予定されている9）。取引に対して課税する場合、買主を納税者とした直接税と
することも可能であるが、一般論として、間接税方式で課税するほうが課税の効率性の点で優れて
いる10）。
　なお、一般間接税が、欧州における付加価値税やわが国の消費税のように、多段階課税でかつ重
複課税を回避するために前段階税額控除の仕組みを採用しているタイプの税においては、顧客が課
税事業者に該当する場合、購入に際して負担した税を税額控除として取り戻すことが認められてい
る。すなわち、事業者は税を負担しない仕組みとなっている。他方、顧客が消費者の場合には税額
控除は認められず、消費者が税を負担することになる。
　いずれにせよ、売主（供給者）と買主（顧客）の間で行われる取引そのものが課税対象となるこ
とが間接税の特徴である。
2．1．2．課税対象としての国内取引
　間接税の取引に対する課税という仕組みは、取引に係る売主と買主が同一の課税管轄（国家ある
いは準国家11））に所在する場合に、円滑に機能する。これを消費税法の条文に即して表現すると、
取引が「国内において」完結している場合である。
　EUのVATやわが国の消費税のような消費を対象とした一般間接税の場合、物品あるいはサー
ビスの供給としての取引が「国内において」行われた場合に限り課税対象となる12）。そうした取引
が国外で行われた場合には課税対象外となる。これは、VATや消費税の内国消費税としての特徴
を反映したものであるが、国際的な課税権の分配あるいは国際的な二重課税の防止の役割も果たし
ている。
　ここで、「取引の場所」（あるいは「供給の場所」）の概念が重要なポイントとなる。取引の場所が
明確な取引の場合には、その取引の場所が所在する課税管轄に課税権を認めるのが一般的である。
例えば、コンサートなどのイベントの場合には、サービスの供給の場所が明確であり、その場所を
8）個別税の場合には、酒税、揮発油税あるいはたばこ税のように従量税による課税も可能であるが、一般税の
　場合には、課税対象が多岐にわたるため、従価税とするのが一般的である。
9）実際にどの程度の価格の引上げが可能かは、主として市場における需要と供給の関係により決まることにな
　る。
10）納税者となる者の数で比較しても、売主を納税者とする間接税が優れていることは明白である。
11）ここで、準国家とは、米国における州、カウンティ、市、わが国における都道府県や市町村のような、国家
　あるいは連邦内部での地方自治体としての課税権限を有する団体を指すものとする。なお、EUの加盟国も、
　EUがひとつの連邦として課税権を行使すれば、課税面で準国家としての性格を持つこととなる。
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管轄する課税管轄が課税権を持つことになる。しかしながら、遠距離通信を利用した法律や会計
サービスの供給あるいはインターネットによる音楽や映画などの配信の場合には、サービスの供給
の場所は明確であるとは言いがたい。また、物品の供給においても、当該物品が移動しない場合に
は明確であるが、例えば、供給者の所在地から顧客の所在地に物品が輸送される場合には、物品の
供給の場所は明確とはいえず、課税管轄が問題となる。
　このように、取引が国内で行われたか国外で行われたが明瞭でない場合があり、こうした場合に
は、供給者の所在地か、または、顧客の所在地をもって「取引の場所」とすることになる。売主と
買主がともに国内（同一の課税管轄）に所在する場合には問題は生じないのに対して、両者が異な
る課税管轄に所在する場合には、問題が生ずることになる。すなわち、当該取引について、売主の
課税管轄と買主の課税管轄のいずれが課税権限を有するか、という問題となる。このような、売主
が所在する地の課税管轄と買主の所在する地の課税管轄が異なる場合の取引のことを一般に「クロ
スボーダー取引」という。
2．1．3．「クロスボーダー取引」に対する課税
　「クロスボーダー取引」に対する課税は解決の困難な問題である。サービスの供給において、イベ
ントなどのようにサービス提供の場所が明確な場合には課税管轄は問題とならないが、それ以外の
サービスの場合には、一般に、サービスの供給の場所が明確とはいえない。物品の場合にも、輸送
を伴う場合には、取引の場所を一義的に定義できない。例えば、物品が供給者の所在地から顧客の
所在地に輸送された場合、供給者の所在地とするか、それとも顧客の所在地をするかの問題が発生
する。ただし、課税管轄をまたがって輸送する際に税関を通過する場合には、輸出と輸入の手続き
により問題の発生は回避される。したがって、物品が課税管轄を超えて輸送される場合には、税関
を通過するか否かで状況は大きく変わることになる。物品の供給であっても、課税管轄を超えて輸
送され、かつ、税関を通過しない場合には、サービスの供給と同様の問題が発生する。要するに、
「クロスボーダー取引」の課税問題は、課税管轄の問題となる。
2．1．4．原産地原則と仕向地原則
　課税管轄の問題は、課税原則との関係でいうと、供給者の所在地を課税の場所とする「原産地原
則（origin　principle）」を採用するか、それとも、顧客の所在地を課税の場所とする「仕向地原則
（destination　principle）」を採用するか、という問題である。そして、間接税が、最終的な消費に対
する税であることを前提とすると、より消費に近い課税管轄に、当該取引あるいは消費にかかる課
税の権限を認めるべきということになる。すなわち、一般論としては、仕向地原則による課税方式
を採用すべきである13）。
12）わが国では、消費税法4条1項が「国内において事業者が行った資産の譲渡等には、この法律により、消費
　税を課する。」と規定する。
　EUでは、　VAT指令2条1項が同様の規定を置いている。
　　“The　following　transactions　shall　be　subject　to　VAT：
　　（a）the　supPly　of　goods　for　consideration　within　the　territory　of　a　Member　State　by　a　taxable　person
　　　acting　as　such；
　　（b）以下、省略　”
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　クロスボーダー取引において仕向地原則を採用した場合には、顧客ではなく供給者を納税者とす
ると14）、納税者にとって自己が所在しない課税管轄で納税が求められることになる。他方、税務当
局からすると、他の課税管轄の納税者を監視することが必要となる。これらを適切に実施すること
は、容易ではない。
　ただし、税関の機能を利用できる場合には、こうした問題は、比較的容易に解決できる。税関の
機能は、一般に、国家間の物品の移動の場合に利用可能である。国内から国外に物品が出ていく場
合には、国内で適用されていた国の税を免除し、国外から国内に物品が入ってくる場合には、国内
で適用されている税を徴収する。売主ではなく買主から徴収するものであり、リバース・チャージ
（逆賦課）の形式が採用される。
　税関の機能が働かない場合が問題である。そして、こうした状況は、近年、著しく広くなってい
ると考えられる。一例として、インタv・・一ネットを利用した電子書籍などの配信があげられる。なお、
準国家間のクロスボーダー取引では、租税国境が存在しないのが通例であることから、税関の機能
が期待できず、状況は深刻となる。
2．1．5．間接税の納税義務者の特徴
　ここで、間接税の納税義務者（納税者）と直接税の納税者を比較してみたい。
　所得税や法人税といった直接税の場合には、まず納税者本人に着目する。納税者を居住者（ある
いは、内国法人）と非居住者（あるいは、外国法人）に区分したうえで、居住者には全世界所得に
課税し、非居住者には国内源泉所得のみに課税する。相手国も同様の税制を採用していると仮定す
ると、当然のこととして国際的な二重課税が発生する。したがって、こうした二重課税を排除する
ための仕組みが必要となる。
　これに対して、間接税の場合には、納税者が誰であるかよりも、取引そのものに着目する。そし
て、各国が国内取引に限定して課税する限り、二重課税は発生しない15＞。したがって、二重課税を
排除する仕組みも不要である。また、国内取引に限定して課税することから、納税者についても居
住者と非居住者といった納税者の区分は不要であり、例えば、VATや消費税では、「事業者
（business）」が納税者とされている16）。
　供給者（売主）と顧客（買主）の問で行われた取引を課税対象とすることから、理論的には、売
主と買主のいずれか、または双方を納税者とすることが可能である。ただし、取引に対する税は、
課税の効率性の点から、原則として、間接税として構築される。したがって、一般的には、売主を
納税者とし、買主は税の価格転嫁という形で税負担をすることが予定される。すなわち、本体価格
に税を上乗せした金額を買主が負担するものとされる17）。なお、売主を納税者とできない場合にお
13）たとえ、課税テクニックとして原産地原則を主張する場合であっても、税収は最終的には、何らかの方法で
　顧客が所在する国に帰属させるべきものと考えられている。
14）間接税の場合には、供給者が納税者となるのが原則である。
15）ただし、国内取引の定義や範囲が国により異なる場合には、二重課税あるいは二重非課税が発生する。
16）間接税においても、納税者を居住者と非居住者とに区分している例もある。例えば、ニユージーランドの物
　品・サービス税（GST）は、付加価値税の一種であるが、納税者が居住者であるか非居住者であるかで課税範
　囲が異なっている。居住者の場合には、原則として、すべての取引が課税対象となる。
17）ただし、税負担の転嫁は、一般に、値決め（価格交渉）のなかで行われるものである。
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いて、例外的に買主を納税者とする場合があり
税や米国の使用税がその例である。
（リバースチャージとなる。）、輸入における引取課
2．1．6．課税原則の選択と執行可能性
　前述のとおり、遠隔地間の物品またはサービスの取引で税関の機能が働かない場合において、課
税原則として原産地原則と仕向地原則のいずれを採用すべきか、が問題となる。消費に対する課税
という税の性格を考慮すると、基本的には、仕向地原則にしたがった課税が望ましい。仕向地原則
を採用すると、顧客が所在する場所が供給の場所（課税の場所）となるが、顧客を納税者とするか
それとも供給者を納税者とするかの選択が問題となる。他方、顧客が消費者の場合には、顧客に自
主的な申告納付を求めることは、現実的ではない。ただし、顧客が事業者の場合には、所得課税な
どでの税務当局による規制の対象となりうることから、一定の申告・納付が期待できるととともに、
リバース・チャージ（買主課税）の手法を用いることが可能である。
　供給者を納税者とする場合には、納税者の事務負担や税務当局による納税の監視などの有効性や
効率面を考慮すると、原産地原則により課税するのが望ましい。しかしながら、原産地原則と採用
すると、税収は原産地国に帰属する。VATや消費税が最終消費者に税負担を求める税であるとい
う点を考慮すると、こうした状況は、消費地国の納得が得られないであろう。したがって、税収の
再分配の措置が必要となる。すなわち、課税の仕組みとして原産地原則を採用するにしても、清算
機構などの仕組みを利用し、仕向地原則にしたがった税収配分を実現すべきことになる。欧州委員
会が1980年代にそうした方式の採用を望んでいた。また、わが国の地方消費税は、こうした方式を
採用していると考えることが可能である18）。
　供給者を納税者とする仕向地原則を採用した場合には、納税者の所在する課税管轄と当該取引に
対し課税権を行使する課税管轄（顧客の課税管轄）が異なることになる。この場合に、二つの問題
が発生する。ひとつは、供給者にとっての事務負担が大きくなることであり、ふたつには、税務当
局にとって課税の適正を確保するのが困難となることである。
　納税者の事務負担が大きいことから、米国の州税である小売売上税では、憲法上の争いが発生し、
他州の供給者が物理的存在（ネクサス）を州内に有していない限り、州は他州の供給者に課税する
権限は及ばないものとされている。供給者に課税できないことから発生する課税の空白を埋める手
段として「使用税（use　tax）」が課されているが、使用税はその実効性が低いことで悪名が高いもの
である。EUでは、納税者にとっての事務負担が大きいことから、　VATがEU域内取引拡大の障害
となっている。事務負担の軽減が求められているが、こうした面で注目されているのが、納税者の
所在地国において、他の加盟国の申告・納税も済ませることが可能なワンストップショップの手法
である19）。なお、併せて、加盟国間の制度や手続きの統一を図り、負担を軽減していくことが必要
とされている。
　納税者が所在する課税管轄が取引に対する課税権を有する課税管轄と異なるという状況は、課税
権限（課税主権）がどこまで及ぶのかという理論的な問題とともに、課税の実効性をどのように確
保するか、という執行面の問題を発生させる。EUや米国では、課税主権の問題を回避するために、
18）この点は、地方消費税の説明のところで述べる。
19）ただし、このアイデアも、各加盟国の課税の内容や手続きが標準化されない場合には、さほどの効果は期待
　できない。
一19一クロスボーダー取引に対する消費課税のあり方について
納税者にボランティアとして納税を求める方式が実施されているが、実効性のある公平な課税とい
う観点からは疑問がある20）。
　仕向地原則を適用する場合であって、供給者に納税義務を課すのを諦め、顧客に納税義務を課す
場合には、原産地国から提供される情報が重要となる。EUにおける対事業者（B2B）取引や米国の
使用税がその例であり、適正な課税の実現には、原産地国からの正確な情報が不可欠である。しか
しながら、こうした面での情報交換は、現在までのところ、必ずしも成果を挙げていない21）。
　なお、わが国の場合の場合、国レベルの消費税と地方（準国家）レベルの地方消費税の二種類の
一般間接税が存在する。消費税については、VATに類似した仕組みが採用されていることから、
EUの場合と同様の問題の発生が予想される。例えば、サービスの輸入の場合には、現行の原産地
原則から仕向地原則への移行が課題となろう。さらには、わが国に固有の制度上の問題も、検討課
題となろう。小規模事業者制度における基準期間の見直し（あるいは、非居住者を対象とした登録
制度の導入）、および、帳簿方式の見直しがその例である。他方で、地方消費税については、現時点
で執行上の問題はないが、これは、特殊な事情に由来するものであり、今後、地方自治体の自主的
な課税権限が拡大された場合（すなわち、課税範囲や税率の決定権限が付与された場合）には、ク
ロスボーダー取引への対応が必要となろう。
2．1．7．国家間の課税国境と準国家間の課税国境
　課税国境（fiscal　frontier）は、課税管轄を異にする地域と地域の境界線のことであるが、これを国
家間の課税国境と準国家間の課税国境に区分することができる。国家間の課税国境の場合には一般
に税関が設置されていることから、物品のクロスボーダー取引については、税関において国境税調
整が可能である。これに対して、準国家間の課税国境には一般に税関がないことから、物品のクロ
スボーダー取引においても、税関による国境税調整が期待できない。
　税関による国境税調整が可能な場合には、基本的には、税関による国境税調整の機能によって問
題の解決が可能である。すなわち、クロスボーダー取引が行われた場合、供給者の課税管轄におけ
る輸出免税と、顧客の課税管轄における輸入課税により、仕向地原則に基づいた課税が実現する。
　これに対して、税関による国境税調整が不可能な場合、すなわち、準国家間の物品およびサービ
スのクロスボーダー取引および国家間のサービスに係る取引の場合において、税関の機能に頼らな
い解決策が必要となる。
20）比較対象として所得課税における源泉徴収制度を考えてみると、支払者に対して源泉徴収の義務を課すもの
　であるが、例えば、銀行利子を対象とした源泉徴収義務をみても、それは国内の銀行に限定されたものとなっ
　ている。国外に所在する銀行に源泉徴収義務を課すことは、すなわち、外国の銀行に対して国内の預金者に支
　払う利子から税を源泉徴収し納付する義務を課すことは、一般的ではないと思われる。その理由は、調査権限
　を国内に限定されているために、税務当局による確認の可能性あるいは確実性が小さいことによるものと思わ
　れる。
21）現行の情報交換の欠陥を補うための解決策としては、二国間条約や多国間協定により、相互主義に基づいて、
　自国内の事業者が実行した他の課税管轄の取引に係る税を相互に徴収し送金することが考えられる。これは、
　個別取引ごとに実施されることとなろう。これは、輸出免税に替えて、取引相手国の税を徴収するものである。
　徴収された税は、相手国に送付され、顧客が事業者の場合には還付され、顧客が消費者の場合には国庫に収納
　される。
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　なお、EU加盟国間の取引は、1993年までは国家間のクロスボーダー取引であったが、1993年の域
内国境での税関の廃止に伴い、事実上、準国家間の取引となっている。すなわち、EU域内取引とし
て、国内取引や第三国取引（輸出入取引）とは異なる種類の取引として処理されるようになってい
る。
2．2．課税モデルの比較による分析と検討
　本章の第1節では、クロスボーダー取引と一般間接税の関係を巡るいくつかの論点について言及
し、若干の分析を試みた。理論的なあり方と実行可能性の矛盾が大きい、というのが「クロスボー
ダー取引」を巡る議論の第一印象ではないかと思われる。
　そこで、第2節では、こうしたクロスボーダー取引に対する課税のあり方を巡る議論を若干なり
とも整理するために、「クロスボーダー取引」に対する課税方法として考えられる課税モデルをいく
つか設定して、それぞれの長所と短所を検討し比較することとしたい。
　単純な設例を設けて説明する。以下の設例の基本は、課税管轄Xに所在する供給者Aが課税管轄
Yに所在する顧客Bに対して物品またはサービスの遠隔地取引を行う、というものである。なお、
「供給者」は「売主」と、「顧客」は「買主」あるいは「消費者」との言い換えが可能である。また、
「課税管轄」は、「国」、「加盟国」、「州」、「都道府県」などとの言い換えが可能である。さらに、原
則として、課税管轄Xと課税管轄Yが同一の課税の仕組みを採用しているものと仮定する22）。
2．2．1．税関が機能している場合
輸出免税 輸入課税
　物品
　税関が機能している場合には、供給者Aの課税管轄Xにおいて輸出免税が適用され、顧客Bの課
税管轄Yにおいて輸入課税が実行される。すなわち、供給者Aと顧客Bの間でVATの遣り取りは
なく、供給者Aは申告・納付をせず、顧客Bが課税管轄Yの申告・納付（引取課税）を行う。VAT
における生産・流通の連鎖は、一旦は途切れるものの、税関の機能によって、修復される。結果と
して、新たな課税管轄での課税の連鎖が開始する。結果として、仕向地原則が適用されることとな
る。
　なお、税関機能の特性から、対象は物品に限定され、サービスは対象外となる。
22）課税管轄Xと課税管轄Yが異なる課税の仕組みを採用している場合には、二重課税または二重不課税が発生
　する可能性がある。これを回避するための措置に関しても議論が必要となるが、本節では、この論点には言及
　しないこととする。
一21一クロスボーダー取引に対する消費課税のあり方について
2．2．2．税関が機能していない場合
　税関が機能していない場合には、まず、原産地原則を取るかそれとも仕向地原則を取るかの選択
が問題となる。次いで、後者の場合には、B2B取引（顧客が事業者の取引）かB2C取引（顧客が消
費者の取引）かで区分することが必要となる。
2．2．2．1．原産地原則を採用する場合
　ロ税偵担
　且
　供給者Aから物品またはサービスを購入した課税管轄Yに所在する顧客Bは、供給者が所在する
課税管轄Xの税を負担する23）。
　供給者Aは、顧客Bから受け取った課税管轄Xの税を、課税管轄Xに申告・納付する。供給者A
の事務負担は、国内取引を行った場合と同一である。
　顧客Bが課税事業者の場合には、顧客Bは課税管轄Xに対して税額控除を請求することになる。
顧客Bにとって、他の課税管轄（外国の税務当局）への還付申請となることから、その事務負担は
大きなものとなる可能性が高い。
　VATの税収は、一次的には、消費地の課税管轄ではなく生産地の課税管轄に入る。これで課税
処理を完結させると、原産地原則の結果となる24）。
　二次的に、結果としての仕向地原則を実現するためには、課税管轄間での何らかの清算の仕組み
（例えば、個別取引ごとの清算か、消費統計を利用した全体的な推計による清算）が必要となる25）。
2．2．2．2．仕向地原則を採用する場合
2．2．2．2．1．B2Bで域内免税（リバース・チャージ）を採用する場合
納税・税額控除
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　顧客Bは、供給者Aに対して、本体価格のみを支払う。
　供給者Aは、納税義務を負わない。ただし、課税管轄Xに対して、顧客Bとの間の取引について
報告義務を課されることがある（EUでは、　EU域内取引に関する集計報告書の提出が義務付けられ
ている。）。
　顧客Bは、リバース・チャージとして、課税管轄Yに対して、課税管轄Yの税を納付する。なお、
同時に、同額の税額控除を請求が可能である26）。
　供給者Aと顧客Bの事務負担は、いずれも、さほど大きくない。
　課税管轄間での情報交換が重要な意味をもつ27）。
　リバース・チャージには、次のような弱点が存在する。すなわち、顧客Bが顧客Cに転売した場
合において、顧客Bが顧客かCから税を受け取ったまま納税せずに消失し、顧客Cは税額控除を請
求するという、いわゆる「ミッシング（消失）事業者通脱（missing　trader　fraud）」のリスクが課税
管轄Yに発生する。
（参考）B2Bでリバース・チャージを採用する場合における通脱と対策
　　税負担
　ミッシング事業者通脱は、リバース・チャージによる課税（買主課税）と通常の課税（売主課税）
に継ぎ目が発生することを悪用した脱税と考えられる。
　顧客Bが通脱者であり、顧客Cから税を受け取って、納税しないまま逃走（消失）する。課税管
轄Yには、顧客Bからの納税がないにもかかわらず顧客Cに対して税額控除を認めることになり、
損失が発生する。それも、顧客Bの付加価値相当部分に対応する税だけでなく、当該商品（物品ま
たはサービス）の全額に対応する税相当分の損失であることから、高額の商品が通脱に利用される
23）したがって、顧客が課税管轄内で同一の物品またはサービスを購入する場合と比較すると、税負担に相違が
　生ずることとなる。特に、国家間でのサービスの供給の場合において、課税管轄Xが類似の税を課していない
　場合（例えば、米国）および相手国が輸出免税を適用している場合には、国内サービスの供給者が不利な競争
　条件に置かれることとなる。
24）EU域内取引やわが国の消費税で、この方式が部分的に採用されている。
25）わが国の地方消費税でこの方式が採用されている。
26）ただし、顧客Bの課税売上割合が100％未満の場合には、税額控除の金額は納付税額より少額となる。
27）EUでは、　VIES（VAT　Information　Exchange　System）と呼ばれるシステムにより、加盟国相互間の情報交
　換が行われている。これは、集計報告書により原産地国の税務当局により収集された情報への仕向地国の税務
　当局からのアクセスを認めるものである。
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と、その損失は巨額となる可能性がある28）。
　対策としては、次の方法が考えられる。
　第一は、通脱に頻繁に利用される商品に限定して、臨時的措置として、国内取引（すなわち、顧
客Bと顧客Cの取引）についても、リバース・チャージと適用することである。これにより、リバー
ス・チャージ（買主課税）と通常課税（売主課税）の継ぎ目がなくなる。この方法は、EU加盟国に
おいて、欧州委員会の了解を得て利用されている。ただし、後追い措置となりがちである。
　第二は、顧客Cに連帯納税義務を負わせるものであり、具体的には、当該取引に係る顧客Cの税
額控除を認めないこととするものである。この方法は事業者の税額控除の権利を制限するものであ
り、VAT制度の基本にかかわることであることから、欧州司法裁判所（ECJ）の判決に基づき、顧
客Cが通脱の事実を知っているか、知るべきであったことが条件とされている。EUの一部の加盟
国で実施されているが、誠実な事業者にとってはリスク要因となり、円滑な取引にとって障害とな
る。
　第三は、顧客Cが税を顧客Bに支払わず、別途管理された銀行口座に振り込むようにする、とい
うものである。今回のグリーンペーパーおよびコミュニケで紹介されている対策のひとつである。
これは、事業者からの反発が強くいまだ検討段階のものである。
　なお、わが国の場合には、帳簿方式が採用されていること（インボイス制度が欠如していること）
および基準期間の制度が設けられていることから、上記の対策のみでは不十分であり、さらに、追
加的な対策が必要となろう。
2．2．2．1．2．B2Bでリバース・チャージを採用しない場合
［麺コ　　［適璽］
　　　　　　　欝翫ノ↓税額控除
　　　　　　　　　　…
　　　　　　　　　　　　　　　　顧客B供給者A
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税負担
　顧客Bは、供給者Aに対して、本体価格とともに課税管轄Yの税を支払う。
　供給者Aは、課税管轄Yに対して申告・納付を行う。供給者Aにとって、自己の所在地以外の課
税管轄の税法と手続きに従う必要があり、事務負担は大きい。
　顧客Bは、自己が所在する課税管轄Yに対して、税額控除を請求することが認められる。
　一見すると、国内取引に対する課税の仕組みと類似しているが、供給者Aからすると、他の課税
管轄（外国）への申告・納付となり、追加的な事務負担となる。他方、顧客Bにとっては、国内取
引に係る税額控除と同一であり、追加的な事務負担は発生しない。
28）前掲のグリーンペーパー（302頁）によると、通脱による被害額は、VAT税収の12％に及ぶと推計されてい
　る。ただし、この数字は、租税回避や破産による徴収漏れを含んだものである。
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2．2．2．3．B2Cで、供給者が納税義務を負う場合
〈???????? 　：　簿
叩・1サービス
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申告・納付
　　　：　　　・税負担　　　：
　顧客Bは、供給者Aに対して、本体価格とともに課税管轄Yの税を負担する。
　供給者Aは、課税管轄Yに対して納税義務を負う。供給者Aにとって、所在地以外の課税管轄の
納税義務を負うことから、事務負担は大きい。
　一見すると、国内取引に対する課税の仕組みと類似しているが、供給者Aからすると、他の課税
管轄（外国）への納税となる。
　米国の小売売上税では、顧客の課税管轄に供給者の物理的存在（ネクサス）を有することが、供
給者に納税義務を課すための条件とされている。
　ワンストップショップ（OSS）のサービスが提供される場合には29）、供給者Aは、課税管轄Xに対
して、課税管轄Yに対する申告・納税をも併せて行うことが認められる。ただし、負担の軽減とな
るとしても、その効果は、双方の課税管轄の税制・手続きの類似の程度に左右されることになる。
2．2．2．4．B2Cの場合で、供給者が納税義務を負わない場合
「唖璽｝一情腿一厘
　　　A，報告
供給者A
　　：
　　と
物品・1サービス
　　1
　これは、B2C取引におけるリバース・チャージと言えるものである。
　顧客Bは、供給者Aに対して、本体価格のみを支払う。
供給者Aは、納税義務を負わない。ただし、取引についての報告義務を負うことがある。また、
ボランティアとして、顧客Bのために徴収・納付することが選択肢としてありうる。
顧客Bは、課税管轄Yの税を申告・納付する。米国の使用税がその例である。ただし、納税が行
29）第三国の事業者がEUの顧客に電子サービスを供給する場合には、　EUのひとつの加盟国に登録し、すべての
　加盟国に係る納税を行うことが認められているが、これは一種のワントップショップである。
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われる期待可能性は必ずしも高くない。
　課税管轄間での情報交換などの執行協力が重要である。
3．EUのVATについて
3．1．EU　VATの歴史
　欧州では、1967年に、欧州経済共同体（EEC）における単一市場の実現の手段として、フランス
で開発された付加価値税（VAT）が共通税制して導入されている。その後、　VATの導入が共同体
への加盟の条件とされている。
　当初加盟国は、ベルギー、フランス、ドイッ、イタリア、オランダ、およびルクセンブルグの6ヵ
国であった。
　域内の租税国境が廃止された1993年における加盟国は、ベルギー、デンマーク、フランス、ドイ
ツ、ギリシャ、アイルランド、イタリア、ルクセンブルグ、オランダ、ポルトガル、スペインおよ
び英国の12力国であった。
　現在の加盟国は、その後さらに増加し30）、2012年9月現在で27か国となっている。
3．2．EU域内取引について
3．2．1．租税国境の廃止まで
1993年の租税国境の廃止までは、EU域内取引と第三国取引の間で、特別の差異はなく、いずれ
も、物品について税関による国境調整が実施されていた。
　なお、税関による監視のない遠隔地間でのサービス取引は従来から存在したものの、取引全体に
占めるウェートは小さく、影響を懸念するほどのものでななかった。また、事業者間取引の場合に
は、VATの仕組みにより事後的な税の回復を期待できたことから、このことも問題を顕在化させ
ないことに寄与していた。
3．2．2．EU域内の租税国境の廃止
　1993年のEU域内の租税国境の廃止（すなわち、税関による物理的な監視体制の撤廃）という事
態に直面し、これに対応するものとして「EU域内取引」の概念が登場した。これは、加盟国内の純
然たる国内取引と第三国との問の輸出入取引の中間的な取引であり、一種の準国家間取引とも言う
べきものである。
　当初、欧州委員会が想定したのは、国内取引に対する課税の延長として、EU域内取引に対する課
税を構築することであった。事業者は、顧客が国内であるかEU域内であるかを問わず、また、顧
客が課税事業者であるか最終消費者であるかを問わず、自国のVAT法に基づいた申告と納税を行
う。すなわち、EU域内取引に原産地原則を適用するというものであった。ただし、最終的な税収
30）1995年までに、オースリア、フィンランド、スウェーデンが加盟し、2004年までに、キプロス、チェコ、エ
　ストニア、ハンガリー、ラトビア、リトアニア、マルタ、ポーランド、スロバキア、およびスロベニアが加盟
　し、2007年までに、ブルガリア、およびルーマニアが加盟している。
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が消費地国のものとなるように、加盟国間で清算機構を設けて、消費統計などを用いて税額調整を
行うことが予定されていた。
　しかしながら、こうした清算には、各加盟国の課税範囲や税率がほぼ一致しているということが
前提であった31）。欧州委員会は、1993年までにこの前提条件を実現しようと努めたが、加盟国は課
税主権にこだわり、加盟国の賛同を得るには至らなかった。
　欧州委員会は、こうした状況を踏まえ、現実的な対応として、将来実現されるべき確定方式とし
ての原産地原則を標榜しつつ、妥協案をしての性格を有する暫定方式を採用した。それが原産地原
則と仕向地原則の混合方式であった。
　この時点で、顧客が課税事業者であるB2B取引と、顧客が消費者であるB2C取引とで、課税上の
取扱いが区分されることとなった。
　B2Bには、輸出免税と輸入課税に類似したリバース・チャージの仕組みを利用することとされた。
買主から売主へのVATの支払い、売主による納税、買主による税額控除といったVAT相当額の
クロスボーダーでの資金移動はなく、結果的には、仕向地原則が適用されたのと同様となった。事
業者の事務負担は大幅に軽減され、かつ、キャッシュフロー上の有利性というメリットがあった。
ただし、導入当時には予想されなかった脱税が激増することとなった。すなわち、VATの長所と
される、流通過程の各事業者が自己の付加価値に見合った税を納付するという分割納付の原則が崩
れており、その弱点を突かれたものである。
　これに対して、B2Cでは、原産地原則を基本としつつ、例外として、課税期間中の取引金額が一
定基準を超える場合などにおいて、仕向地原則を適用するというものであった。ただし、事後的な
加盟国間での清算は予定されていないことから、消費地たる加盟国の税収確保の要請から、仕向地
原則の適用範囲の拡大が現実的な流れとなった。
　原産地原則から仕向地原則への実質的な移行は、サービス取引において顕著であっだ。これは、
1990年代後半からのインターネット取引、いわゆる電子商取引の拡大により、第三国からのサービ
スの流入に対して、EU域内企業の競争上の中立性を維持するために、仕向地原則を適用して課税
することが必要となったものである。こうした、第三国との間の課税原則がEU域内取引にも拡大
し、むしろ、これが原則である様相を示すようになった。
　他方で、B2C取引での仕向地原則の適用の拡大は、事業者にとっての事務負担の増大を意味した。
すなわち、EU規模で事業を展開するには、最大で27か国のVAT税法に精通する必要があり、この
ことは、特に、中小企業にとって対応が困難なものであった。
　EU規模の単一市場のメリットを追求するはずのVATが、逆に、単一市場としてのEU規模での
事業展開の足を引っ張る状況となっており、事業者の不満は極めて大きいものがあった。
　また、B2Bを対象とするリバース・チャージの仕組みは、ミッシング事業者通脱と呼ばれる通脱
に対して、極めて脆弱であり、通脱額は巨額に上るようになった32）。
　なお、サービスに関する供給の場所については、近年、取扱いの原則が大きく変更されており、
顧客の所在地での課税が原則となっている。
31）加盟国間で課税範囲や税率が異なると、不公平が発生する。
32）リバース・チャージには、クロスオーバー取引に対するリバース・チャージから国内の通常課税に移行する
　際に、生産と流通の連鎖における段差あるいは継ぎ目が発生し、ここに通脱の機会が発生する。
一27一クロスボーダー取引に対する消費課税のあり方について
3．3．グリーンペーパーによる諮問
　上記のように、VATを巡る危機i的な状況を踏まえ、欧州委員会は、2010年12月に「グリーンペー
パー」を公表し、抜本的なVATの見直しに向けた諮問を行った33）。グリーンペーパーが提起した
論点は多岐にわたっているが、そのなかの最も重要な論点が「原産地原則」を維持するか否かであっ
た34）。
3．4．諮問の結果を受けて公表されたコミュニケ
　グリーンペーパーには様々な分野の利害関係者から約1700件の意見が寄せられている。
　欧州委員会は、こうした意見を集約し、今後の活動の優先順位を決定することとしていたが、こ
れが、2011年末に公表されたコミュニケである（なお、このコミュニケの全訳は、「租税研究2013年
1月号（第759号）」に掲載されている。）。コミュニケの趣旨は、要するに、EU　VATは、現在、大
きな転機を迎えているが、原産地原則を実施するという長期的目標を放棄し、現実路線としての仕
向地原則を基本に据えて、そのうえで、仕向地原則がもたらす問題、すなわち、事業者の事務負担
の問題とミッシング事業者通脱の問題に本格的に取り組む、というものである。以下、主要な内容
を紹介する。
　まず、第一に、原産地原則の完全な放棄と仕向地原則の適切な実施に向けた取組みの決意が表明
されている。委員会が表明した内容は、コミュニケの「4．1．仕向地原則に基づいたEU　VATシ
ステム」に掲げているとおりである35）。理想論としての原産地原則のメリットは十分承知したうえ
で、現実論としての仕向地原則を採用せざるを得なくなった事情が説明されている。
　次いで、仕向地原則に立つことを前提としたうえで、より簡素で、より効率的かつ強靭なVAT
システムの構築に向けて、今後、EUが取るべき方策を説明し、関係者の意見を求めている。主要な
議論を紹介すると、次のとおりである。
　EUの単一市場のメリットを享受するうえでの最大の障害のひとつが、27種類のVAT法の存在
である。EU規模で事業展開するには、最大で27通りのVAT法に通暁して、申告・納付を行うこと
が必要であるが、それは、特に、中小企業にとっては不可能に近く、EU域内取引を断念させる原因
となっている。
　これに対する具体的で明確な措置は、ワンストップショップ（OSS）に向けた試行の実施である36）。
電子取引などの分野に限定して、2015年に実施することとされている。これは、供給者が所在地以
外の加盟国の顧客にサービスを提供する場合において、自分が所在する加盟国において、他の加盟
33）「国際的サービスに対する消費課税のあり方について一EUにおけるVAT制度の見直しからの教訓」（会計
　論叢第4号2009年）17頁～64頁。特に、39頁～44頁の「4．サービスの提供の場所に関する2008年2月の改
　正」で、サービスの提供の場所が、供給者の所在地から顧客の所在地に大幅に変更されたことが紹介されてい
　る。
34）拙著「EUにおけるVATの最近の動向について」（租税研究749号　2012年3月）278頁～320頁。ここで、グ
　リーンペーパーの全訳を掲載しており、関係するのは、302頁～306頁の「4．単一市場内でのクロスボL－．ダー
　取引のVATの取扱い」である。
35）コミュニケ　5頁。
36）コミュニケ　7頁。
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国に係る申告・納付も実行できるようにするものである。第三国からの電子取引に適用されている
現行の措置をEU域内取引にも拡大するものであり、結果を見て、さらに適用範囲を拡大すること
とされている。
　VATに関する法令や手続きの明確化や透明化を実現していくこととされている37）。委員会、加
盟国、および利害関係者の三者による意見交換のためのフォーラムを設けることとしている。
　加盟国間の税率構造や申告手続きの相違の縮小あるいは統一を図っていくこととされている。軽
減税率や非課税の適用範囲の縮小などが課題となる。
　通脱対策としては、欧州課税庁（Eurofisc）の創設が提案されている38）。これは、情報交換を強化
し、かつ、国境を超えた税務調査を可能とするものである。従来の加盟国別の税務執行では不十分
であることを踏まえたものである。
　更に、通脱対策としての有効さに着目したVATの区分納付も、今後の検討項目とされている39）。
これは、国内の課税取引における代金の支払いにおいて、本体部分とVAT部分を区分し、本体部
分のみを供給者に送金し、VAT部分は供給者に送金せず、銀行内で別途管理するというものであ
る。これについては、事業者からの反対が強いのであるが、委員会としては、検討を継続すること
としている。
　適脱対策として、EU域内免税の制度（リバース・チャージ）を廃止することも、ひとつの選択肢
として検討されている40）。これは、EU域内取引のうちのB2B取引についても、　B2C取引と同様に
課税取引とするというものであり、いわゆるミッシング事業者適脱に対して、有効な対策となりう
るものである。しかしながら、リバース・チャージの廃止は、事業者にキャッシュフローで大きな
負担をかけるものであることから、実現の見通しは悲観的である。
　なお、コミュニケでは触れられていないが、グリーンペーパーにおいて、買主である顧客に連帯
納税義務を課す方法が一部の国で採用されていることが紹介されている。なお、従来から、特定の
通脱に利用されやすい商品に限定して、国内取引にもリバース・チャージを適用することが、臨時
的措置として認められている。これらは、いずれも通脱対策として実施されているものである。
（参考）EU　VATの第三国取引について
　EUでは、国内事業者との競争条件の中立化の観点から、第三国からの電子サービスについて仕
向地原則が適用されている。米国の事業者からのインターネットを通じた音楽の配信などのサービ
スの供給について、米国内の物理的存在（ネクサス）のない他の州への販売は物理的存在がないこ
とを理由として課税されないのに対して、EUへの販売はEUが導入した仕向地原則により課税さ
れるという、内外での課税の逆転現象が発生している。
　なお、物品については、税関の役割により国境調整が行われ、輸出免税と輸入課税が実施されて
いる。
37）コミュニケ　13頁。
38）コミュニケ　13頁。
39）コミュニケ　15頁～16頁。
40）コミュニケ　16頁～17頁。
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4．米国のRSTについて
4．1．州レベルでの小売売上税（RST）の歴史
　1930年代に米国の州税として小売売上税（RST）が導入されている41）。最初は、1932年のミシシッ
ピー州であり、商品の売上に対して税率2％で課税するものであった。その後、1933年から1938年
の問に26州とハワイ地域42）に拡大している。これは、1920末から1930年代の大恐慌の影響で所得税
の税収が激減したことに対応し、安定財源を求めたものである。さらに、第二次大戦後に導入する
州が増加し、州税として売上税を導入していないのは、現在では、アラスカ州、オレゴン州、モン
タナ州、デラウェア州およびニューハンプシャー州の5州のみとなっている。なお、州内のカウン
ティや市も含めて売上税を導入していないのは、デラウェア州とニューハンプシャー州のみである。
　以上のとおり、現在、大半の州とワシントンD．C．が売上税を課税しており、税収全体の25％から
30％を占めている。さらに、かなり数の州が州内のカウンティや市に売上税の課税を許容しており、
全部で7千以上43）の課税管轄（州、カウンティ、市）が総税収の12％を売上税に依存している。
　ところで、米国のRST（小売売上税）の特徴の一つは、州際取引に対して、売主に対する税であ
る「売上税」とともに、「使用税」が課されていることである。使用税は、売上税の補完税としての
性格を有しており、州売上税の課税がなされていない物品等の保管、使用および消費に対して課さ
れている。1935年にカリフォルニァ州やワシントン州で導入されたのが最初といわれており、最高
裁で使用税を合憲とする判決が下された後に、各州に広まっており、現在、売上税を課している州
とワシントンD．Cのすべてで使用税が課税されている44）。
　州際取引に使用税が課税されている理由は、次のとおりである。州と州の間には税関が存在しな
いことから、国際取引における輸出免税および輸入課税のような国境税調整の方法で課税すること
は困難である。しかしながら、他州から購入した商品を課税しないと、州内の小売業者が競争面で
不利となる。したがって、競争条件の中立性の確保の観点から、使用税が導入されたものである。
　州際取引について、売主に課税することが可能であれば、それが望ましい。しかしながら、米国
では、憲法の関連条項による州政府の課税権に対する制限が問題となる。その第一が連邦憲法の通
商条項とよばれる第1条（Article1－The　Legislative　Branch）第8節（Section8－Power　of
Congress）の第3項であり45）、州際取引を規制する権限（power　to　regulate　commerce　among　states）
41）米国の小売売上税の概要については、以下の文献を参考とした。
　　Robert　F．　van　Brederode“Systems　of　General　Sales　Taxation－Theory，　Policy　and　Practice”（Wolters
　Kluwer，2009）pp．71～98．
　　藤田英理子「米国における電子商取引課税の現状と課題一州際取引における売上税・使用税の問題を中心と
　して一」（税務大学校論叢55号平成19年）155頁～278頁。
　　（財）自治体国際化協会「米国の州、地方団体における売上・使用税の概要」（CLAIR　REPORT　NUMBER　190
　（January　21，2000）。以下、「クレア」と表示する。
42）当時、ハワイは州に昇格していなかったものである。
43）後掲脚注59のRichard　T．Ainsworthの論文によると、　RSTを課税している課税管轄の数は、7，588とされて
　いる。
44）クレア24頁。
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が連邦議会に留保されていることである。
　第二が適正手続条項を定める修正14条（Amendment　X　IV）第1節（Section　1）であり46）、州政
府の法律により米国市民の権利が損なわれることのないことを保障していることである。
　憲法による州政府の課税権の上記の制限に関連して、二つの最高裁判例が重要な意味を持ってい
る47）。第一の判例は、1967年のNational　Belles　Hess対．　lllinois州事件の判決であり、州内に人・物・
資産などを一切持たない州際小売販売業者に対して州の課税権が及ぶか否かが争われたものである
が、結論は、課税権の根拠として州内に人・物・資産などの「物理的存在」が必要である、とする
ものであった。
　第二の判例は、1992年のQuill　Corp．対North　Dakota州事件の判決であり、連邦議会が新たな立
法を行うまでは、課税が合憲となるには何らかの「物理的存在（physical　presence）」が必要とされ
るとし、結論として、宅配便や郵便のみで州内の顧客とつながっているに過ぎない通信販売業者は
使用税の徴収・納付義務を負わない、とするものであった。
　要するに、小売業者に対してある州が課税権を行使できるのは、州内に「実質的な関連（sub－
stantial　nexus）」が存在する場合に限られることになる。したがって、供給者のネクサスが州内に
存在する場合には、供給者に納税義務を課すことが可能である。他方、州外の供給者のネクサスが
州内に存在しない場合には、売上税の補完税としての、購入者を対象とした使用税を課すことにな
る。
　なお、現時点では州内にネクサスのない供給者に課税することはできないのであるが、今後の州
税の簡素化や連邦議会での立法が実現すれば、課税は可能と考えられる。
4．2．売上税の仕組み
　ここで、米国の小売売上税の一般的な仕組みと問題点に簡単に触れておきたい。
　米国の小売売上税は、最終的には消費者が負担することが予定されている税であるが、法律上の
納税義務者を誰にするかについては、州により、売主主体、消費者主体、および売主・消費者双方
主体（混合）の3類型が存在するos）。売主主体の場合には、売主が納税義務を負うとともに、消費者
への税負担の転嫁が許容されているものである。消費者主体の場合には、消費者が納税義務を負う
とともに、売主が小売段階で消費者から売上税を徴収することになっているものである。双方主体
の場合には、売主が納税義務を負い、かつ、消費者への税負担の転嫁が義務付けられているもので
ある49）。
45）The　Congress　shall　have　Power・・…
　To　regulate　Commerce　with　foreign　Nations，　and　among　the　several　States，　and　with　the　Indian　Tribes．
46）All　persons　born　or　naturalized　in　the　United　States，　and　subject　to　the　jurisdiction　thereof，　are　citizens　of
　the　United　States　and　of　the　state　wherein　they　reside．　No　state　shall　make　or　enforce　any　law　which　shall
　abridge　the　privileges　or　immunities　of　citizens　of　the　United　States；nor　shall　any　state　deprive　any　person　of
　life，　liberty，　or　property，　without　due　process　of　law；nor　deny　to　any　person　within　its　jurisdiction　the　equal
　protection　of　the　laws　．
47）本稿では、米国の憲法問題は範囲外であるが、参考文献（藤田・前掲書200頁～219頁）により、その結論の
　みを掲げることとする。
48）クレア　8頁。
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　小売売上税の課税対象は州ごとに異なるが、動産の小売と賃貸が中心であり、これにいくつかの
種類のサービスが加わる形になっている50）。
　買主は、消費者に限定されず、事業者も買主となる。小売段階の税とされているが、買主は消費
者に限定されず、事業者も税込みで購入する。したがって、一定程度の重複課税（カスケード）が
発生していると考えられる51）。
　税率の水準については、1998年でみると、売上・使用税の税率の平均は、州が5．109％、カウンティ
が1．519％、市が1．623％であり、合計で8．251％となっている52）。
4．3．補完税としての使用税とその問題点
　使用税は、売上税の補完税としての性格を持った税であり、税率は売上税と同一である。使用税
の仕組みは、次のとおりである53）。使用税の納税義務者は、州売上税の課税がなされていない物品
等を、州内において、保管、使用または消費している者であり、一般的には当該物品の購入者であ
る。これを州問取引において考えると、自州内で保管、使用、消費などを目的として他州で物品等
を購入し自州内に持ち込んだ消費者や事業者は、州使用税の納税義務を負うことになる。ただし、
こうした申告・納付が確実に行われることは期待しがたいことから、州外の業者に申告・納付させ
ることが税収確保の面で有効な方法となる。しかしながら、こうした方法が可能なのは、前述の憲
法上の制限から、州外の業者が州内に物理的存在（ネクサス）を有している場合に限られる。なお、
州外の業者が州内にネクサスを有していない場合（例えば、通信販売業者の場合）であっても、州
内で定期的または組織的に販売を行っている場合など一定の場合において、州内で登録し、納税が
求められている54）。
　使用税は、執行の困難性に最大の問題がある。供給者の物理的存在（physical　presence：ネクサ
ス）が州内に存在しない場合に限り、使用税が課されることになるが、その執行は容易ではない。
特に、顧客が個人消費者の場合には、納税はほとんど望めない。（他方、顧客が事業者の場合には、
ある程度の申告が期待できるようである）。部分的ではあるが、供給者が所在する州の税務当局と
の情報交換などの州際協力により、申告水準の引上げが図られている55）。
49）石村耕治「アメリカの州売上税の構造（上）、（下）」（税理、VoL　32　No．21989年）164頁～171頁、（税理、
　Vol．32　No．111989年）185頁～191頁。
　　本書169頁から170頁によると、三つの類型の相違点は次の通りである。事業者税型（売主主体）の類型の場
　合には、小売業者として事業を営む特権に対する課税という構成を取り、消費者への転嫁は予定されていない。
　消費者税型（消費者主体）の類型の場合には、販売価格に対して課税するという考え方に立ち、最終消費者へ
　の転嫁が予定される。混合型（双方主体）の類型の場合には、小売業を営む特権に着目して課税する一方で、
　消費者への税の転嫁が義務付けられている。
50）クレア　11頁。
51）VATと比較した場合のRSTの大きな欠点とされる。
52）クレア　20頁。なお、1991年では、合計税率が7．865％とあったとされる。
53）クレア　24頁～25頁。
54）クレア　28頁。州外の業者が、購入者の事務処理の簡素化を意図して、自ら登録し、申告・納税をする場合
　もあることが紹介されている。
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4．4．各州による売上・使用税の簡素化への努力
　前述の最高裁の判決への対応策として、州は、売上・使用税の徴収と執行を簡素化し、近代化す
ることを目的として、売上税簡素化プロジェクト（Streamlined　Sales　Tax　Project：SSTP）が2000年
3月にスタートしている。このプロジェクトを推進している機関は、SSTGB（Streamlined　Sales
Tax　Governing　Board，　Inc．）である。その活動の成果が、売上・使用税簡素化協定（Streamlined
Sales　and　Use　Tax　Agreement：SSUTA）であり、これには44州とワシントンDC、それに州内の地
方政府や産業界が協力している。2012年8月17日の時点で、この協定を州法に取り込んだのは24州
となっている。参加した州は、非課税範囲に関する定義の統一、税率構造の簡素化、州内での事務
処理の一元化など各種の簡素化措置を実施している。このシステムは、また、遠距離販売者（re－
mote　sellers：顧客所在の州内に物理的存在を有していない業者）に対して、徴収と納税を自発的に
行うよう求めている。ボランタリーでこのシステムに参加している小売業者の数は1，400社とされ
ているが、これは全体のごく一部に過ぎない。徴収漏れの売上税額は、2012年で230億ドルに達する
と推計されている56）。
　なお、連邦議会での州際取引に関する法案はいまだ成立していない。こうした中にあって、連邦
議会の関与なしで未徴収の使用税の課税が可能とするシステムの研究が行われており、そのひとつ
がUTR（Use　Tax　Reciprocity）システムである57）。ただし、このシステムについては、その規模の
大きさや複雑さなどの点から、その実現性に疑問が提起されている58）。
（参考）連邦税としての一般間接税の不存在
　米国に連邦税としての一般間接税は存在せず、その導入は長年にわたる検討課題となっている。
財政危機が発生すると毎回のように連邦税としてのVATの導入論が登場するが、現在のところ、
具体化には至っていない。
　VAT導入論の一例として、ブッシュ政権時代における「デジタルVAT（D－VAT）」の提案を上
げることができる59）。また、米国の会計検査院も2008年4月に、VATに関する報告書を議会に提出
している60）。
55）クレア　28頁～29頁。州間協力の例として、イリノイ、インディアナ、ミシガン、ミネソタ、ウィスコンシ
　ン、およびオハイオの各州により1986年に締結された「五大湖州税務協定」、コネチカット、マサチューセッツ、
　およびロードアイランドの3州で1987年に締結された「売上税・使用税執行に係る3州協定」などが挙げられ
　ている。
56）売上税簡素化協定については、Streamed　Sales　Tax　Governing　Board，　Inc．のホームページを参考としてい
　る。http：／／streamlinedsalestax．org／
57）Aaron　Neely氏が2011年10月6日に、　the　States　and　Streamlined　Sales　Tax　Governing　Boardに対して提案し
　たシステムである。
58）Richard　T．　Ainsworth　“Technology，　VAT　Compliance，　and　‘Black　Swan’　Blindness”Tαr　Notes
　International　April　16，2012　pp．275～289．
59）Richard　T．Ainsworth“Digital　VAT　and　Development：D－VAT　and　D－Velopment”Tαx　IVo　tes　ln　ternational
　August．Z　5，2005」pp．625～645．
　Richard　T．　Ainsworth“A　Digital　VAT（D－VAT）for　the　U．S．？”Tax　Notes　August　22，2005　pp．938～942．
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5．カナダの一般間接税について
5．1．州レベルでの一般間接税の現状と動向
　現在、カナダでは、連邦レベルで付加価値税タイプの税である物品サービス税（Goods　and
Services　Tax：GST）を適用するとともに、州（province）レベルで様々なタイプの売上税が適用さ
れている。従来、カナダでは一般間接税として、連邦レベルでは製造者売上税、州レベルでは小売
売上税が適用されていたのであるが、連邦政府が1991年にGSTに移行したことを契機として、州
の一般間接税も大きく変化している。その現状と動向について、州間取引の扱いの問題を中心に紹
介すると、次のとおりである61）。
　カナダは1991年に、連邦レベルで税率7％（なお、2006年に6％、2008年に5％に引き下げられ
ている。）の連邦GSTを導入している。1992年には、ケベック州が従来の小売売上税を付加価値税
タイプの税（QST）で代替している。1997年には、ニューブランズウィック、ノバスコシア、ニュー
ファンドランド、およびラブラドルの各州が、小売売上税（税率8％、ただし、ノバスコシアは、
2010年に税率を10％に引き上げている。）を廃止し、連邦税との共通税であるHST（harmonized
sales　tax：なお、税率は、連邦と州を併せて15％である。）に移行している。2010年には、オンタリ
オ州とブリティッシュコロンビア州がHSTに参加している。ただし、ブリティッシュコロンビァ
州では2011年8月に住民投票が行われ、HSTから離脱し、2013年4月より、従来の小売売上税に復
帰することが決議されている。なお、アルバータ州は小売売上税を課税しておらず、マニトバ州、
サスカチュワン州、およびプリンスエドワードアイランド州は、従来の小売売上税を維持すること
としている。
　従来の小売売上税からHSTへの移行による大きな相違点は、州際取引に対する課税方法が異な
ることである。従来の小売売上税の場合、事業者が自己の所在する課税管轄以外の課税管轄の顧客
に物品またはサービスを販売した場合、当該課税管轄で「事業を行っている（carrying　on　a　busi－
ness）」場合に限り、税を徴収し納付する義務を負うことになっている（こうした課税権の制限の理
由は、米国のnexusと同様の概念とされる。）。したがって、顧客が所在する州で事業を行っていな
い供給者から物品を購入した場合には、顧客が売上税を申告・納付すべきものとされる。供給者は
連邦税のみを納付する。ところが、HSTに参加した場合には、顧客の所在する州で事業を行ってい
るか否かに関わらず、供給者は連邦税とともに州税も併せて徴収し納税すべきものとされる。
　以上のように、HSTに移行することにより、i州の課税範囲は拡大し、州問取引に対する課税上の
不均衡は解決されることになる。それにもかかわらず、各州が必ずしもHSTに移行しようとしな
60）United　States　Government　Accountability　Office，Report　to　Congressional　Requesters“Value－Added　Taxes
　－Lessons　Learned　from　Other　Countries　on　Compliance　Risks，　Administrative　Costs，　Compliance　Burden　，
　and　Transaction”　GAO－08－566　April　2008．
61）参考としたのは次の資料である。
　Natasha　Menon“A　practical　Guide　to　the　Goods　and　Services　Tax（3「d　Edition）”CCH　Canadian　Limited，
　Toronto　2004，　WaterKluwer　Company．
　Ernst＆Young　“Roundtable　VAT”∫ournal　of　ln　te　rnational　Ttzxation　July　2012　PP．28～29．
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いのは、州の課税主権が損なわれることへの懸念が理由と言われている。
5．2．連邦税におけるクロスボーダー取引の取扱い
　カナダの連邦税である物品サービス税（GST）によると、非居住者たる事業者は、カナダで事業
を営んでいるか、恒久的施設をカナダに有しているなどの条件を満たした場合にのみGSTの登録
義務を負うとされている。したがって、デジタル財やサービスを販売している非居住者たるオンラ
イン小売業者は、カナダに重要な物理的存在（significant　physical　presence）を有することなく、単
に、物品またはサービスをカナダの消費者に販売している場合には、カナダで事業を行っていない
とされる可能性が高い。こうした場合、カナダの消費者は、GSTを自己賦課して、申告・納付する
義務を負うものとされている62）。
6．日本の一般間接税について
6．1．消費税
6．1．1．概要
　平成元年（1988年）4月に、物品税などの個別消費税に代えて、一般的な間接税としての消費税
が導入されている。これは、昭和63年の税制の抜本的な改革の柱のひとつとして導入されたもので
ある63）。税率は当初は3％であったが、1997年より4％に引き上げられ、現時点では、地方消費税
を含めると全体で5％として申告・納付が行われている64）。
　課税対象は、国内取引と輸入取引とされ（消費税法4条）、輸出は免税とされている（消費税法7
条）。輸入に対する課税と輸出に係る免税において税関が重要な役割を果たしており、少なくとも
物品に関しては、結果として、クロスボーダー取引の仕向地原則での課税が実現している。
6．1．2．消費税におけるクロスボーダー取引の課税における論点
　物品のクロスボーダー取引については、税関の機能により、輸出免税と輸入課税が行われ、仕向
地原則の結果が得られている。
　サービス（役務の提供）については、サービス提供の場所が国内であることが明らかな場合には、
国内取引として課税対象となる（消費税法4条3項2号）。しかしながら、サービス提供の場所が明
確でない場合には、サービスの供給者（役務の提供に係る事務所）の所在地が課税の場所とされて
62）Muhammad　Abbas＆Arthur　J．Cockfield“The　Future　of　lndirect　Taxation－Recent　Trends　in　VAT　and
　GST　Systems　Around　the　World－”（Kluwer　Law　lnternational　2012）Chapter　4　Canada　pp．128～130
　　なお、Natashaの前掲書131頁によると、無形資産およびサービスを輸入した者は、専ら商業活動での消費、
　使用または供給を目的とした場合や国外での活動を目的した場合を除き、所定の税率で自己賦課すべきものと
　される。
63）諏訪園健司ほか『図説日本の税制（平成23年度版）』178頁～179頁。
64）なお、消費税の税率は、地方消費税を含めたところで、2014年には8％、2015年には10％に引上げらること
　になっている。
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いる（消費税法施行令2項7号）。これは、供給者の所在地の課税管轄に課税権があるとする原産地
原則が適用されていることを意味する。
　したがって、サービスの輸入が行われた場合、すなわち、サービスの顧客は国内に所在している
が、サービスの提供者の事務所の所在地が国外の場合には、わが国に課税権はなく、課税対象外と
なる。ところが、国内にサービス提供のための事務所を有するサービス提供者は課税対象となるこ
とから、同一のサービスを供給しているにもかかわらず、一方は課税され他方は課税されないとい
う事態が生ずることから、課税の中立性の点で問題が生ずることになる65）。
　以上のとおり、国税たる消費税においては、物品の供給においては、税関による国境税調整の機
能により、国内事業者と国外事業者との間の中立性に関する問題は生じないが、税関の国境税調整
機能の対象外であるサービスの供給の場合には、課税の中立性の面で問題が生ずることが明らかで
ある。
　さらに、物品について仕向地原則を採用し、サービスについて原産地原則を採用すると、実質的
に同一の内容の商品において、輸入の方法により課税上の差異が発生する。例えば、同一の文学作
品について、紙の書籍として輸入すれば課税され、電子書籍として輸入すれば課税対象外となる。
こうした状態は、税の中立性の観点からは好ましくない。
　今後、国際取引におけるサービスの占める割合が大きくなるにつれて、かつ、消費税の税率が高
くなるにつれて、クロスボーダー取引の問題は重大なものとなると予想される。
6．2．地方消費税
6．2．1．概要
　地方消費税は、平成6年（1994年）の税制改革の一環として創設され、平成9年（1997年）4月
より実施されている66）。消費税の納税義務者をその納税義務者とし、消費税額を課税標準としてい
る。税率は25％であり、これは、消費税率に換算して1％である。地方消費税の申告納付は国に委
ねられ、消費税と併せて行うこととされている。
　地方消費税は、消費税のような多段階累積排除型の間接税を各都道府県の税として仕組む方法と
して、最終消費地と税収の帰属を一致させるために、いったん地方消費税として各都道府県に納付
された税収について、都道府県間で消費に相当する額に応じて清算を行うこととされている。各都
道府県の消費に相当する額は、商業統計に基づく小売年間販売額とサービス業のうちの対個人事業
収入額の合計額（8分の6）、国勢調査に基づく人口（8分の1）、事業所統計に基づく従業員数（8
分の1）に基づいて算出されている。なお、地方消費税の2分の1に相当する額を市町村に交付す
ることとされている。この場合、人口・従業員数で按分して交付するものとされる。
　地方消費税の税収は、平成23年度地方財政計画において、道府県民税の7．7％を占めている67）。
65）日本経済新聞の2012年6月25日付けの朝刊に「消費増税なら外国勢有利、ネット配信各社募る不公平感、「国
　外取引」も課税を求める」と題する記事が掲載され、同じく2012年6月29日付けの朝刊に「海外からの配信に
　消費税、財務省14年メド、音楽や広告、国内と公平に」と題する記事が掲載されている。
66）諏訪園健司ほか『図説日本の税制（平成23年度版）』240頁～241頁。以下、地方消費税の概要の説明は、ここ
　での記述を参考としている。
67）諏訪園健司ほか『図説日本の税制（平成23年度版）』225頁。
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6．2．2．地方消費税の仕組みの意味するもの
　地方消費税は都道府県税であるが、事業者が国税である消費税と併せて納付することになってい
る。事業者が消費税としての4％と地方消費税として1％の合計5％の税を税務署に納付する
と、税務署はその所在する都道府県に地方消費税に相当する1％を送金することから、地方消費税
は事業者により所在する都道府県に申告納付されたのと同様の結果となる。
　こうした地方消費税を都道府県が独自に課税すると仮定すると、都道府県をまたがった取引（ク
ロスボーダー取引としての県際取引）が行われることになる。しかも、この場合、県境には税関が
存在しない。
　クロスボーダー取引に対する課税という観点から、簡単な設例を用いて現行の地方消費税のメカ
ニズムを分析すると、次のとおりである。
設例
　X県に所在する事業者（製造業者）たる供給者AがY県に所在する事業者（流通業者）たる
顧客Bに100万円の商品を販売する。次いで、事業者BはZ県に所在する消費者たる顧客Cに
当該商品を200万円で販売する。なお、地方消費税の税率は1％と仮定する。
（第一段階：個別取引の課税）
　供給者Aは、顧客Bから、本体価格に地方消費税に相当する1万円を上乗せして受け取る。
　供給者Aは、自己が所在するX県に1万円の申告・納税を行う。
　顧客Bは、自己が所在するY県において1万円の税額控除を受ける。
　次に、供給者Bは顧客Cから、地方消費税をして2万円を本体価格に上乗せして受け取る。
　供給者Bは、地方消費税として、Y県に2万円の申告・納付を行う。
　顧客Cは、消費者であることから、税額控除は認められず、2万円を負担する。
　各県の税収はどうなっているであろうか。X県の税収は事業者Aによる1万円、　Y県の税収は事
業者Bの1万円（売上に係る2万円一税額控除の1万円）、Z県の税収はゼロである。すなわち、原
産地原則の状態となっている。
（第二段階：税収の清算）
　その後、都道府県間の消費統計等により、税収の調整が行われ、X県の1万円およびY県の1万
円は、Z県に再分配される。
　結果として、消費地に税収が入り、仕向地原則の結果となる。
6．2．3．地方消費税の論点
　地方消費税においては、個別取引の段階では原産地原則を取りながら、税収という最終段階では
仕向地原則の結果が実現している。これは、すべての課税管轄（地方消費税においては「都道府県」）
において、課税範囲と税率が統一されていることから、単純な統計的手法による税収調整が可能で
あることによるものと考えられる。事業者にとっては、地方消費税が課されているにも関わらず、
それに伴う追加的な事務負担は発生しない。他方で、各課税管轄は税率の決定など課税の自主性が
認められないという課題を抱えている。地方自治体の課税主権の実質的な放棄との引換えにより、
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効率的で中立的な課税が維持されているといえる。
　将来、例えば、道州制が導入され、課税範囲や税率を自治体が自主的に決定できることとなる可
能性がある。その場合には、現行の統計的手法による清算方式を維持することは困難である。個別
取引の段階から仕向地原則を基礎とした仕組みが必要となろう。その場合、事業者の事務負担は著
しく増大することから、その対策が必要となる。
7．クロスボーダー取引に対する課税のあり方について（結論）
　本章では、クロスボーダー取引についてこれまでの議論を整理するとともに、今後の課税あり方、
特に、わが国の課税にあり方について、若干の検討を試みたい。
7．1．一般間接税の展開とクロスボーダー取引との関係
　最初に、一般間接税の歴史的な展開について、クロスボーダー取引との関連で、簡潔に整理して
おくこととする。
　近代的な一般間接税は、1917年ころにドイツで導入された取引高税に始まると言われている。し
かし、取引高税の仕組みはカスケード（重複課税）を発生させ、中立性に問題があったことから、
以後、欧州各国において、この問題の解決に向けた試行錯誤が行われてきた。
　1954年に、フランスにおいて前段階税額控除の仕組みを有する間接税（付加価値税：VAT）が開
発され、これは上記のカスケードの問題のほか、国境税調整の問題を解決するものでもあった。こ
うした国境税調整の機能に着目し、国家の枠を超えた単一市場の実現の手段として認識されるよう
になったVATは、1967年に欧州連合（EU）の当初形態である欧州経済共同体（EEC）の共通税制
として採用されている。1977年には、VAT第6次指令が公表され、　VATの詳細な仕組みが示され
るとともに、欧州以外にもVATが拡大する契機となっている。
　1977年当時は、一般間接税はVATにおいて完成をみた、と考えられていた。間接税の発展は、
究極の段階を迎え、これ以上の優れたシステムはありえない、と考えられたのである。1993年まで
は、EU　VATにとって幸福な時代であった。
　ところが、1993年のEU域内の租税国境の廃止がVATに大きな難題をもたらすこととなった。
EU域内のクロスボーダー取引の処理を巡る問題が表面化したのである。もちろん、サービス取引
において潜在的には問題があることは認識されていた。しかし、1993年に至って、初めて、重大な
問題として認識されたのである。
　この問題は、2000年前後のインターネット取引、いわゆる、電子商取引の拡大により、より深刻
なものとなっている68）。
　2012年の今日においても、この問題の解決の糸口は見えていない。
　EUのVATは、クロスボーダー取引への対応において混乱に陥っているように見える69）。
68）インターネット取引や電子商取引に関する課税問題について論じた文献は多いが、その一例は次のとおりで
　ある。
　　渡辺智之「クロスボーダー取引と消費課税一電子商取引への対応一」（Discussion　Paper　Series　A　No．392　一
　橋大学経済研究所20003月）
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7．2．クロスボーダー取引に対する課税の今後のあり方について
7．2．1．準国家間のクロスボーダー取引への課税の現状と課題
　準国家間のクロスボーダー取引に対する課税という観点から、EUのVAT、米国の小売売上税、
カナダのHST、そして、わが国の地方消費税の比較を試みると、次のとおりである。
　EUでは、歴史、文化、言語などが異なる27の国において、　VAT指令が許容する範囲内で、それ
ぞれの国内法に基づいた独自のVATの課税が行われている。したがって、課税管轄問の信頼度は
それほど高いとはいえない。課税範囲や税率などが加盟国により、かなりの相違がある。事業者の
事務負担の面からみると、27種類の税法があり、さらには、言語の壁も存在する。
　米国の小売売上税では、基本的には同一国家内の関係であり、歴史、文化、言語は共通であり、
課税管轄間の信頼度は高い。しかし、7，000を超える課税管轄が存在し、かつ、課税範囲や税率など
税制の内容と手続きは大きく異なっている。そのため、これに仕向地原則を適用すると、事業者の
事務負担は極めて大きなものとなる。
　カナダのHSTは、州の小売売上税（RST）が連邦GSTとともに執行されているものであり、事
務負担の軽減と課税主権のバランスに配慮したものとなっている。
　わが国の地方消費税は、同一国家内の地方自治体による課税であり、課税管轄間の信頼度は高い。
また、税制は全く同一であり、事務負担も小さい。但し、課税範囲や税率の決定において、課税管
轄の主体性は認められていない。
7．2．2．準国家間の取扱いを参考とした、国家間のクロスボーダー取引への今後の対応につい
て
　準国家間のクロスボーダー取引の場合には、上位段階の税と課税機関が存在するか、または、そ
れがないにしても、相互の協力関係を構築することは、相対的に容易である。これに対して、国家
間のクロスボーダー取引の場合、一般的に、その課税は、準国家間の場合に比べて、はるかに困難
なものとなる。
　ただし、国家間の場合には、EU域内の場合を除き、税関が機能する。したがって、物品について
は、輸出免税と輸入課税の仕組みが利用可能である。
　しかしながら、物品の輸入以外の場合、すなわち、サービスの輸入には、輸出免税と輸入課税に
ついて、税関の機能が働かない。そのため、潜在的に、次のような問題が発生する。
　わが国のようにサービスの供給について原産地原則を採用し、当該サービスの提供の場所がサー
ビスの供給者の所在地が国外であれば、国内では、当該サービスは課税対象外となる。
　ここで、輸入者が課税事業者である場合（B2Bの場合）には、輸入者にとっては、輸入段階での
課税を受けないが、同時に税額控除も認められない。そのため、次の取引段階で税の取戻し効果が
発生する。したがって、輸入者たる事業者が金融機関など非課税売上の割合が大きい場合を除き、
69）なお、現段階では、必ずしも、問題意識が一般化しているとは思われないが、前段階税額控除が、消費に対
　する課税の仕組みとして真に妥当なものであるか、疑問が生じているように思われる（事業者の私的消費、課
　税対象外の取扱いなど）。
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必ずしも、競争上中立性に反した結果とはならない70）。
　他方、消費者による輸入の場合（B2Cの場合）には、税の取戻し効果が働かないことから、輸入
サービスが、国内サービスとの競争上、有利な立場に立つこととなる。これは、最近の「楽天」な
ど、電子書籍などを巡る議論にも反映されていることは前述の通りである。
　したがって、特に、B2Cの状況において、競争上の中立性の確保の観点から、輸入サービスが国
内サービスよりも課税上有利とならないよう、何らかの対策を実施することが必要となる71）。
7．2．3．根本的な解決の方向
　クロスボーダー取引に対して間接税を適切に執行することは、以上に述べたとおり、容易ではな
い。いずれの方法を採用するにせよ、基本的に必要なことは、次の二つの目標の実現にあると考え
る。
　一つは、税制の標準化（共通化）に向けた目標であり、もう一つは、執行の一元化に向けた目標
である。
　税制の標準化とは、各課税管轄の税率や課税範囲における決定権を維持しつつも、可能な限り、
税率や課税範囲の設定方法や申告・納付の手続きを標準化し、事業者と税務当局の双方にとって、
負担の少ないものとすることである。なお、こうした方向は、米国、カナダ、欧州のいずれにおい
ても見られるものである。
　執行の一元化とは、国家間のクロスボーダーの取引を国内取引の場合と同程度に監視できるよう
な執行体制を構築することである。より、望ましいのは、国家レベルを超えた超国家レベル（世界
レベルあるいは地域レベル）の間接税を導入し、かつ、超国家レベルの執行機関を設置して、各国
の間接税と同時に執行することである。その例を欧州における欧州課税庁の設立の議論にみること
ができる。
7．3．わが国の税制が抱える課題
7．3．1．消費税の課題
　わが国の現行の課税原則と課税の仕組みについては、クロスボーダー取引に対応したものとなっ
ていないことから、見直しが必要である。すなわち、既に述べたとおり、国外所在の供給者からサー
ビスの供給を受けた場合に、制度上課税できないという問題が発生していることから、何らかの制
度的な対応が必要である。
　対応策としては、二つの方法が考えられる。ひとつは、顧客に課税する方法（米国の使用税方式）
であり、もうひとつは、供給者に申告と納税を求める方法（EU方式）である。
　なお、B2Bの場合には、取戻し効果があるものの、税率が高くなる場合には、金融機関などのよ
うな非課税売上の割合の大きい事業者にとって輸入サービスが有利とならないように、リバース・
チャージ方式の導入が考えられる。
70）ただし、わが国の消費税は基準期間の制度や帳簿方式を採用していることから、輸入サービスが租税回避や
　通脱に利用される可能性がある。
71）これは、米国のRSTにおいて、使用税を導入したのと同様の事情である。なお、前述の新聞記事によると、
　具体策は明示されていないが、何らかの対応策が取られるとのことである。
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　さらに、B2Bにおいて重要なのは、通脱対策である。　EU　VATの経験からしても、1件当たりの
取引金額が大きくなることから、B2Cに比べて、脱税額が桁違いに大きくなる可能性がある。
　以上のふたつの方式のうち、米国の使用税方式は、特にB2Cの場合において、あまり有望ではな
いと考えられる。
　そこで、残るのは、EU方式である。問題は、いかにして供給者の申告と納税を実効性のあるもの
とするか、である。国際的な執行協力が必要であるが、従来のような、単なる情報交換のレベルで
は、効果はあまり期待できない。関係国をカバーした一元的な監視体制を構築できるか否かがカギ
となる。準国家間の場合には、こうした体制の構築は、上位機関である国家の関与により、比較的
容易に達成可能である。こうした上位機関に頼ることのできない国家間の場合には、一元的な監視
体制の構築は困難な課題である。
　なお、EUの経験から、通脱対策を学ぶことが可能である。例えば、適脱リスクの高い商品を対象
としたリバース・チャージの国内取引への適用、連帯納税義務などがある。
　租税条約による二国間、あるいは、多国間での、執行協力が考えられる。これは、EU域内取引に
対する課税の仕組みを、第三国取引にも拡大するというものである。こうした意味で、EUにおけ
る域内取引の課税に向けた活動と経験は、わが国にとって参考になると考える。
　国際的な極力体制が構築された場合には、輸出免税や輸入課税を廃止し、相互主義に基づき、原
産地国において、仕向地国のための課税を実施し、相手国との間で清算することが考えられる。国
際的なワンストップショップの実現が期待される。
　なお、わが国には、EUには存在しない特有の仕組みが存在することに留意する必要がある。す
なわち、帳簿方式（インボイス制度が取られていない）および基準期間方式が採用されていること
であり、このことが、わが国に特有の制度的な脆弱性を生み出している。したがって、通脱あるい
はそれに近い租税回避（租税裁定）をEU以上に容易に実現させる可能性がある。例えば、ダミー
会社を輸入の受け皿として用意することで、免税事業者としての免税特典とダミー会社からの購入
にかかる仕入税額控除の双方の利用が可能となるからである。
　対策としては、消費税に限定した非居住者72）のみを対象とした制度を導入することが考えられ
る73）。租税回避防止の観点から定義された「非居住者」には、基準期間を適用しないこと、そして、
非居住者からの購入には、仕入税額控除を認めないようにすることである74）。
7．3．2．地方消費税の課題
　地方消費税については、今後、地方分権との関連で、課税管轄による課税範囲や税率の決定にお
ける自主性の拡大を求める動きが出てくる可能性がある。
　この場合、制度の構築するに当っては、米国の小売売上税、カナダのHST、それにEU　VATの経
験が参考となる。これらの事例からも明らかなように、自治体の課税自主性の拡大は、様々な執行
上の困難と事業者の事務負担というコストを伴うことに留意が必要である。
72）ここでの非居住者とは、国内に支店などの活動の拠点を有しない事業者のことである。
73）ただし、非居住者のみに重い事務負担を課すことは、国内事業者との対比で国外事業者を不利に扱うことに
　なるという問題が発生する。
74）拙著　前掲注34、租税研究749号（2012年3月）287頁～288頁。
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7．4．議論の整理
　クロスボーダー取引に対する課税には国家間のものと準国家間のものとがあり、まず、準国家間
のものをいくつかの事例で検討した。準国家間のクロスボーダー取引への課税に対する各国の取組
みを要約すると、次のとおりである。
　米国の小売売上税では、使用税を適用するが、SSTGBによる活動が注目される。　SSTGBは、あ
る意味で、EUの欧州委員会に類似した役割を果たしている。米国の連邦段階でVATが導入され
ると、状況は変化するであろう。
　カナダの小売売上税では、原則として使用税を適用するが、クロスボーダー対策の決め手は、連
邦GSTとの合体したHSTに参加することであった。
　EUでは、欧州委員会が中心となって、事務負担の軽減策と通脱対策が進められている。加盟国
レベルだけでなく、EUレベルでの課税の実現が目標となる。
　日本の地方消費税では、国税たる消費税が存在し、国税と同時徴収することにより、クロスボー
ダー取引の課税上の問題は解決されている。こうした状況は、事業者にとっては好都合であるが、
課税管轄の主体性は無視されている。この点は、今後の地方分権の動向が注目される。課税管轄に
税率についての自主性を認める場合には、カナダのHSTの仕組みが参考となる。
　以上のとおり、準国家間のクロスボーダー取引については、課税管轄の課税主権と事務負担との
トレードオフの関係がある。また、その上位段階として位置づけられる、国家あるいは連邦段階で
の類似の税の有無が大きな意味を持っている。
　以上のような準国家間の仕組みや工夫は、国家間のクロスボーダー取引に対する課税においても、
参考となる。
　解決のための基本的な方向は、前章でも述べたとおり、国家間での税制の標準化と執行の一元化
であると考える。
　現在の輸出に係る免税制度に代わる仕組みが必要なことは明らかである。必要なのは、原産地国
の税を単に免除するのではなく、仕向地国のために税を徴収する仕組みを用意することである。そ
れには、条約等による相互主義に基づいた各税務当局間の協力が不可欠である。
　最終的なあるいは理想的な解決策として考えられるのは、世界全体をひとつの課税管轄とする
VATを導入することであろう。執行機i関の一元化も必要である。この世界VATは、国連などの
国際的な資金需要に充てるために創設される。そのうえで、各国のVATが、準国家間のVATと
して実行される。この場合、その執行は格段に容易となるであろう。
　こうした理想が実現されるまでは、二国間あるいは多国間の条約により、相互主義の理念に基づ
いた執行協力が必要であろう。少なくとも、各国のVAT税制を標準化し、執行手続を共通化する
努力が必要である。直接税の場合以上に、取引に対する税である間接税においてこうした多国間の
協力は重要な意味を持つと思われる。
8．おわりに
　本稿は、欧州委員会のコミュニケの公表を契機として、クロスボーダー取引と間接税の関係につ
いての議論を整理してみたものである。
　クロスボーダー取引に対する課税ルールとして仕向地原則を採用することには、理論的には異論
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がないと考えられるが、その一方で、執行面において課題が多いことも明白である。租税国境での
輸出免税や輸入課税といった税関の機能に頼ることができない状況において、仕向地原則を適切に
実施する目標を実現するための今後の取組みの方向は、本稿で論じたことを踏まえると、概ね次の
とおりとなろう。
　第一は、供給者に対する課税を原則とすることである。すなわち、間接税の仕組みを活用するこ
とにより、効率的で効果的な課税が可能となる。顧客への課税は極力避けるべきである。
　第二に、クロスボーダー取引に対する共同監視体制を構築することである。可能であれば、相互
主義に基づいた共通性の高い執行の仕組みの構築が望ましい。従来の複雑で時間のかかる情報交換
の方法は、VATや消費税のような取引に対する課税においては致命的な欠陥となり、成果は余り
期待できないからである。
　第三に、税制および納税手続き（課税対象の範囲や申告・納税の手続き）の標準化あるい共通化、
およびワンストップショップ（事業者の所在国で相手国の申告・納付も可能とするもの）の仕組み
の導入により、納税者の負担を軽減し、かつ、税務当局による監視体制を効果的なものとすること
である。
　第四に、租税回避対策あるいは通脱対策として、顧客（買手）に連帯納税義務を課すことである。
これは、供給者課税に実効性がない場合に適用が考慮されるべきである。ただし、取引の安全面へ
の配慮から、誠実な納税者の保護措置も同時に必要となろう。その際に、テクノロジーや銀行機能
の活用も考慮すべきである。
　いずれにしても、VATや消費税といった一般間接税の仕組みは見直しが迫られている。これま
での、税関による輸出入の手続きに基づいた閉鎖的な課税管轄で各国が自国のみの都合で税制を構
築できる時代は終わりを迎え、租税国境のない開放的な世界のなかで、各国の連携を前提とした税
制を追及することが必要な時代となっている。その場合のキーワードは、税制の標準化と手続の共
通化である。こうした方向に向けての改革が要請されている。
　付言すると、税関を経由しないサービスや無形資産の輸出について、これを単に免税とすること
で完了とする取扱い（これは、原産地原則の発想である。）ではなく、相互主義に基づき、輸入する
相手国の課税を考慮した取扱い（これが、仕向地原則の発想である。）が今後の進むべき方向となろ
う。これにより、サービスや無形資産の輸入について、わが国が相手国から協力を得ることが可能
となろう。国内的視点だけでなく、国際的な視点からの課税の中立性や効率性を考えることが重要
である。
　今後、この分野での研究が一層進展することが望まれる。
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暫定：仕向地原則と原産地 2000各州の協力機関としてしで州際取引の課税が可能）
原則の混合 SSTGBが活動開始 1997地方消費税の導入
B2Bはリバース・チャージ 州税の簡素・統一の方向 県際取引：原産地原則と消
2006VAT指令の全文改訂 費統計による清算
2007VATパッケージ2005Richard　T　Ainsworth
サービスが仕向地原則へ によるDigital　VATの提案
2010グリーンペーパー（「事（連邦VATと州税の協調）
務負担の軽減」と「通脱の防
止」の観点からのVATの抜2011UTRシステムの提案 （2010～HSTのオンタリ
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（注）SSTGB：Streamlined　Sales　Tax　Governing　Board，　Inc．
　　UTR：Use　Tax　Reciprocity
　　SSUTA：Streamlined　Sales　and　Use　Tax　Agreement
　　HST：Harmonized　Sales　Tax
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